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に
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＝
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な
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用
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無
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、
申
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＝
不
要
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定
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が
あ
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も
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接
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）。
　
＝
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ム
ペ
ー
ジ
、
　
＝
Ｅ
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＝
地
区
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民
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ン
タ
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＝
出
張
所
、

　
＝
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
、
　
＝
う
つ
の
み
や
表
参
道
ス
ク
エ
ア
、
　
＝
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
、
　
＝
市
民
活
動
セ
ン
タ
ー
。
　
＝
申
込
時
に
記
載
す
る
基
本
項
目
は
、
催
し
名
・
郵
便
番
号
・
住
所
・
氏
名
・
ふ
り
が
な
・
電
話
番
号
・
人
数
。

HP

区

参

コ

活

項目

出

涯

10

1,955 1,902 53

40▽高齢化の進行や少子化対策の拡充に伴う扶助費の増加
▽中小企業事業資金貸付金の減少
▽普通建設事業費の減少

▽繰入金や市債の減少
▽市税収入の増加など

8 0.4 27 1.4

100億円(＋7億円）

36億円(△1億円）

87億円(△16億円）

65億円(+37億円）

28億円(+4億円）

33億円(+1億円） 21億円(△19億円）

32億円(+5億円）
19億円(△1億円）

20億円(△1億円）

131億円(0億円）

140億円(+3億円）

133億円(△31億円）

137億円(+4億円）
市が借り入れてい
るお金を返済する
ためのお金。

農林水産業費

1,902
(27億円減）

　平成29年度の市の決算の概要がまとまり
ましたので、お知らせします。生活保護や保
育などにかかるお金（扶助費）は増加し、道
路・公園・河川・建物などの整備にかかるお
金（普通建設事業費）は減少しました。ま
た、市債残高の減少などにより、本市の財政
は引き続き健全性を維持しています。

実質的な収支
翌年度に
繰越13億円
(平成30年度に
引き続き実施
する事業）

※4

※5

465億円(△1億円）
特定の事業に対して国・県
から交付されるお金。

155億円(△29億円）
市の預金の利子や貸付
金の元利収入など。

933億円(+4億円）
市民税や固定資産税、
軽自動車税など、
皆さんが納めた税金。

297億円(+1億円）
議員や職員などに
かかる議員報酬や
給与、退職手当な
どのお金。

249億円(△10億円）
道路・公園・河川・建物
などを整備するお金。

2億円(△6億円）
被災した施設を復旧する
ためのお金。

234億円(△1億円）
施設の光熱水費やごみ収
集業務委託などのお金。

35.6％35.6％

13.2％13.2％

51.2％51.2％
※3※3

※4

540億円(+15億円）
生活保護や保育など
のお金。

768億円(＋26億円）
生活保護や高齢者、
障がい者、児童など
の福祉のためのお金。

11億円(△7億円）

19億円(+1億円）

51億円(0億円）

1,902
(27億円減）

257億円(＋10億円）
道路・公園・河川などを
整備するお金。172億円(△11億円）

地域振興や市役所の全般的な事務などのお金。

168億円(△43億円）
小・中学校などの運営や社会教育などのお金。

166億円(△16億円）
商工業の支援や観光イベントなどのお金。

153億円(+9億円）
各種検診やごみ処理などのお金。

137億円(+4億円）

（収入） （支出）

扶助費 103,575 +2,893

人件費 57,010 +201

投資的経費 48,029 △3,170

物件費 44,795 △163

補助費等 26,841 +585

公債費 26,250 +710

貸付金 25,579 △5,860

繰出金 25,045 △12

維持補修費 3,824 △180

その他 3,649 △164

　 合計 364,597 △5,160

民生費 147,151 +4,910

土木費 49,279 +1,966

総務費 32,946 △2,074

教育費 32,261 △8,240

商工費 31,838 △3,104

衛生費 29,286 +1,701

公債費 26,251 +710

消防費 9,832 △12

 3,615 +206

その他 2,138 △1,223

　 合計 364,597 △5,160

1,955
(8億円減）

※2※2

※1※1
63.1％63.1％

36.9％36.9％

※1　自主財源　地方公共団体が自主的に収入できる市税、使用料・手数料、諸収入など。※2　依存財
源　地方公共団体が発行する市債や国・県により交付される国県支出金、地方譲与税など。※3　義務的
経費　生活保護など、支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。※4　投資的経費　道路建設など
社会資本整備にかかる経費（普通建設事業費、災害復旧事業費）。※5　計算に使用した人口は、平成30
年3月31日の52万1,556人。
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ら
れ
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特
集
③

■今後５年間を見通した計画を立てています　市で
は、将来の歳入と歳出の見通しから、財政運営上の
課題を明らかにし、財政の健全性と安定性を確保す
るために、中期財政計画を毎年、策定しています。
■今後の収支の見込み
▽歳入　市税収入が景気の回復に伴い緩やかに増加
するものと見込みました。
▽歳出　消費的経費は、社会保障関係経費が増加す
る一方で、中小企業事業資金貸付金が減少し、投資
的経費は、都市基盤の整備や公共施設の老朽化へ対
応していくために、必要な事業費を確保するものと
見込みました。
■計画に基づいて健全な財政運営に努めます　その
ため、市税などの収納対策の強化や行財政改革の徹
底を図るとともに、市債や基金を活用し、今後のま
ちづくりや市民サービスの質の向上に的確に対応し
ていくものとしました。
　計画期間中においては、財政指標は、おおむね目
標の範囲内で推移する見込みですので、計画に基づ
き、健全な財政運営に努めていきます。

　市税収入は企業収益や雇用環境の改善などによる所得の増加に伴
い、増加傾向にあります。
　平成27年度は税制改正に伴う法人市民税の税率引き下げなどによ
り、一時的に減少しましたが、平成29年度は933億円となっています。

35

35

35

929

1,289

2,218

947

1,130

2,077

952

1,041

1,993

941

1,016

1,957

960

1,040

2,000

979

991

1,970

1.1

△5.1

△2.3

1,807

411

2,218

1,741

336

2,077

1,721

272

1,993

1,706

251

1.957

1,735

265

2,000

1,730

240

1,970

△0.9

△10.2

△2.3

91.9

12.8

92.8

13.1

91.3

13.0

89.1

12.4

89.6

13.0

89.9

13.5

80

15％ 

市民１人当た
り19万7,000円
( 前 年 度 比
8,000円減)
だよ！

1,025
43

933
4

(家計でいうとローン）

(家計でいうと給料）933929

1,068
1,025

28 29

28 29

会　計　名 歳   入 歳   出 差引額
1,954億8,787万円
578億3,355万円
306億4,581万円

1億9,675万円

50億9,771万円
15億1,443万円
150億5,881万円
1億4,571万円
4億1,028万円

1,901億5,769万円
570億8,126万円
304億9,520万円

1億6,067万円

50億8,436万円
15億1,443万円
149億4,103万円
1億4,234万円
4億1,028万円

53億3,019万円
7億5,229万円
1億5,061万円

3,608万円

1,335万円
0万円

1億1,778万円
337万円
0万円

歳   入 歳   出 差引額
54億4,005万円
2億4,480万円

1,165億8,789万円
116億5,154万円
6億9,656万円

140億5,222万円
28億6,758万円
6億4,688万円
5,273万円

299億6,751万円

52億4,856万円
2億1,784万円

1,152億9,597万円
92億5,338万円
57億  380万円
125億8,030万円
85億5,746万円
6億4,408万円
1億2,282万円

368億6,183万円

1億9,149万円
2,695万円

12億9,191万円
23億9,816万円
△50億  725万円
14億7,192万円

△56億8,987万円
280万円

△7,009万円
△68億9,432万円

会　計　名
※6

※7

※8

※6　土地区画整理事業は鶴田第2、宇大東南部第１・第２、岡本駅西土地区画整理事業の合計です。※7
　経常収支比率　財政構造の弾力性を示す指標。市税などの一般財源のうち、人件費、扶助費、公債費な
どに使われる一般財源の割合。※8　公債費負担比率　公債費による財政負担の度合いを示す指標。一般
財源に占める公債費（市債の返済）の割合。
◎この特集についての問い合わせは、財政課☎(632)2064へ。




